
 

 

 

関西電力（株）大飯発電所３号機加圧器スプレイライン配管溶接部

における有意な指示に係る公開会合の状況について 

 

令和２年１０月２１日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．経緯 

令和２年８月３１日、関西電力株式会社（以下「関西電力」という。）大飯

発電所３号機（以下「大飯３号機」という。）において、関西電力が、定期事

業者検査として加圧器スプレイライン配管の溶接部に対する超音波探傷試験

（以下「ＵＴ」という。）を実施したところ、配管内面に亀裂が存在すること

を示す有意な試験結果が得られた。翌９月１日、関西電力が、第二段階のＵＴ

を実施した結果、配管溶接部に沿った亀裂状の欠陥があるとし、この亀裂は応

力腐食割れ（Stress Corrosion Cracking、以下「ＳＣＣ」という。）に起因

するものと推定した。 

この状況を踏まえ、原子力規制庁は、大飯３号機において原子力規制検査を

実施中だった原子力専門検査官により、第二段階のＵＴの現場に立会い、原子

力規制庁本庁においては、９月２日、３日及び８日に関西電力との面談を実施

し、亀裂の形状、位置等の状況、原因の特定に係る評価及び今後の亀裂の進展

予測に係る状況について確認を行った。 

９月９日、第２３回原子力規制委員会において、本事象に関し、加圧水型軽

水炉（ＰＷＲ）におけるＳＣＣの発生が稀であること等から、以後は、関西電

力と原子力規制庁による公開会合を開催し、事実関係等の確認を行うよう指示

があったため、これまでに合計５回1の公開会合を開催し、関西電力から事実関

係の聴取を行ってきた。 

 

２．ＵＴによる亀裂の形状及び位置（添付資料１参照） 

定期事業者検査により亀裂があることが判明した配管は、原子炉格納容器内

にある一次冷却材ポンプ出口から原子炉容器入口に至る配管の途中で加圧器に

分岐する外径１１４．３ｍｍのステンレス鋼（ＳＵＳ３１６）配管である。 

この配管は、蒸気発生器で冷却された一次冷却材を加圧器スプレイに導くこ

とで通常運転時の原子炉圧力を制御する機能を有するとともに、原子炉内の圧

力を保持するための原子炉冷却材圧力バウンダリに該当する。 

 
1 ９月１１日、１８日、２５日、１０月２日及び１９日の合計５回、公開会合を開催 
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関西電力は、第二段階のフェーズドアレイＵＴの結果、配管内面に溶接部を

斜めに横切る形状をした、径方向の垂直深さが最大で４．６ｍｍ、周方向の長

さが６７ｍｍの亀裂が存在するものとしている。 

原子力規制庁は、公開会合により聴取を行った結果、当該亀裂を直接観察し

ていない段階においては、関西電力が行ったＵＴによる亀裂形状及び寸法の測

定手法並びに結果に大きな問題点はないものと考えている。 

 

３．亀裂の原因及び進展予測に関する関西電力の見解 

第４回の公開会合までに、関西電力は、加圧器スプレイライン配管に生じた

亀裂について、亀裂が発生した原因を推定し、仮に１４か月間、原子炉の出力

運転を行ったとしても実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する

規則（以下「技術基準規則」という。）に適合するとしている。 

関西電力の見解は以下のとおり。 

 

（１）亀裂が生じた推定原因（添付資料２参照） 

関西電力は、亀裂が発生した配管の材質、加工方法、設置場所、運用状況

及び亀裂形状を踏まえ、亀裂進展の原因となり得る要因を挙げ、当該配管に

おいてその他の要因による亀裂が発生しがたいことをもって、強加工ステン

レス鋼におけるＳＣＣ（以下「強加工ＳＣＣ」という。）が原因であるもの

と推定している。 

また、本亀裂について、ＵＴでは検出できない微小な欠陥が存在し、何ら

かの形で関与した可能性は否定できないとしている。 

 

（２）亀裂進展評価及び破壊評価 

関西電力は、電力共通研究を含む既往研究の知見により、強加工ＳＣＣに

よる亀裂の進展速度はステンレス鋼の硬さに依存するとしており、亀裂が発

生した配管と同一の材質、形状及び溶接手法によるモックアップを作成し、

配管内部の硬さ分布を測定した結果を用いて、１４か月間の出力運転後にお

ける強加工ＳＣＣ及び疲労による亀裂進展評価を実施した。 

評価に用いる亀裂の周方向長さを５１ｍｍとした場合の、１４か月運転後

の亀裂寸法は、径方向垂直深さ５．８ｍｍ、周方向長さ６４ｍｍとなり、当

該部位の肉厚１４ｍｍに対する最小必要肉厚８．２ｍｍを満足することか

ら、技術基準規則第１７条第８号に規定する構造及び強度に係る要求事項

（全体的な変形を弾性域に抑えること等）に適合するとしている。 

また、１４か月運転後の亀裂寸法について、日本機械学会発電用原子力設

備規格維持規格（以下「維持規格」という。）に基づく許容欠陥寸法の評価



 

 

 

を実施した結果、下表のとおり、評価期間末期の亀裂深さ寸法は許容欠陥寸

法を満足することから、技術基準規則第１８条に規定する亀裂による破壊の

防止に係る要求事項に適合するとしている。 

 

表 関西電力による維持規格に基づく許容欠陥寸法の評価結果 

現時点の欠陥寸法 評価 

期間 

評価期間末期の予測欠陥寸法 許容欠陥 

寸法(深さ) 

判定 

深さ 長さ 深さ 長さ 欠陥角度 

4.6mm 51mm 14 か月 5.8mm 64mm 85° 7.3mm ○ 

 

（３）関西電力の監視体制及び亀裂貫通時の対応 

関西電力は、当該配管に亀裂がある状態のまま原子炉の運転を行う場合、

異常の監視体制として、通常の格納容器内漏えいの監視に加え、当該配管を

カメラにより常時監視し、蒸気の発生等、漏えいの兆候があった場合は原子

炉を停止する操作を行うこととしている。 

また、万が一、配管が破断し、一次冷却材の漏えいに至った場合において

も、原子炉冷却材喪失事故の対応手順により状況を収束させることができる

としている。 

 

４．日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）による感度解析（添付資料３参照） 

本事象に関し、原子力規制庁から、ＪＡＥＡ安全研究センターに対し、関西

電力が実施した亀裂進展評価及び破壊評価の再現計算並びに計算条件を変更し

た場合の計算結果への影響有無（以下「感度解析」という。）について支援を

依頼した結果、以下の知見が得られた。 

 

・関西電力の亀裂進展評価の計算が再現することができ、具体的な計算手順

については、特段の問題がないものと考えられること 

・溶接部の切削加工により硬化した配管内表面の硬さについて、表層部から

の深さ方向の分布を、関西電力とは異なった条件で計算した結果、表層部

硬さの条件が配管周方向（長さ方向）のみならず径方向（深さ方向）に対

する亀裂の進展速度に大きく影響すること 

・関西電力が維持規格を適用して行った配管の破壊評価について、計算の一

部に規格の適用の誤りがあった2こと 

 

 

 
2 ９月２５日の第３回公開会合において原子力規制庁からの質問を受け、１０月２日の第４回

公開会合において関西電力は評価を訂正している。 



 

 

 

５．本事象に係る技術基準規則の適合性に関する原子力規制庁の見解 

原子力規制庁は、第４回までの公開会合において、関西電力が現在の配管の

状態のまま大飯３号機を運転するとした場合、その運転期間中、技術基準規則

第１７条第８号及び第１８条の規定3に対する適合性が維持されるかについて、

主に以下の点に着眼し精査を行った。 

 

①強加工ＳＣＣ以外の亀裂発生原因を考慮した検討が十分なものか 

・一般にＳＣＣが発生しにくいとされる溶接金属内を亀裂が通っている 

・加圧水型軽水炉におけるＳＣＣの発生例が非常に稀である 

②原因として強加工ＳＣＣを仮定した場合においても、関西電力が実施した

亀裂進展評価の結果が十分な保守性を有しているか 

・ＪＡＥＡ安全研究センターが実施した感度解析の結果によれば、配管内

表面の表層部の計算条件が基準適合性に大きく影響する 

・関西電力が亀裂進展評価に用いた配管内部の硬さ分布及び残留応力分布

のデータの根拠が妥当か 

 

この結果、原子力規制庁としては、亀裂が発生した配管を実際に観察して具

体的な状況を確認するという詳細な調査が実施されていない状況下で、関西電

力の亀裂進展評価等に関する考え方を確認した範囲においては、その評価等の

前提条件の妥当性や一貫性及び結果に対する保守性の確保が確認できず、想定

する大飯３号機の運転期間中、技術基準規則に対する適合性が維持されると判

断できない。 

 

６．今後の対応方針 

関西電力は、１０月１９日の第５回公開会合において、技術基準規則に対す

る適合性に係る３．の内容について、より説明性を高めるために実機からのデ

ータを取得・充実させる必要があると判断し、この定期検査において、当該配

管の取替えを行うことを表明した。 

原子力規制庁は、今後関西電力が行う亀裂の詳細な調査による発生原因の特

定結果等について、引き続き原子力規制検査の対象とし、公開会合による確認

を行うこととする。 

また、関西電力は、当該配管の交換に伴う設計及び工事の計画の手続きを行

い、使用前事業者検査を実施したのち、定期事業者検査の終了を判断すること

 
3 第１７条第８号（当該配管は、設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑える

こと等）、第１８条（当該配管には、その破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥があってはなら

ない等）の要求事項。当該条文を参考資料に示す。 



 

 

 

になることから、原子力規制庁は、上記の設計及び工事の計画に係る審査を実

施した上で、使用前事業者検査及び定期事業者検査に係る活動等について原子

力規制検査により監視を行っていく。 

 

以上 




